
1．はじめに

　「鉄道構造物等設計標準（コンクリート構造物）」の通
達（令和 4年 12月）に伴い，「鉄道構造物等設計標準・
同解説（コンクリート構造物）」1）（以下，改訂標準）を，
2023（令和 5）年 1月に発刊した2）～5）。
　本稿では，桁の設計に関わる応答値や限界値を，
2004（平成 16）年に発刊された設計標準6）（以下，従前
標準）と改訂標準のそれぞれに基づいて算定し，比較を
行った。なお，桁の設計に関わる改訂内容を図 1に示す。

2．検討概要

　表 1に，本検討で対象とする桁の諸元を示す。鉄筋コ
ンクリート桁（RC桁），プレストレストコンクリート
桁（PC桁，PRC桁）は，いずれも複線の在来線もしく
は新幹線を支持し，RC桁，PC桁は 4主桁，PRC桁は
6主桁である。ここでは，主桁に対する試計算結果を示す。

3．試計算結果の比較

3. 1　鋼材の腐食に関する検討
　耐久性に関する検討において，塩化物イオンが供給さ
れない場合のかぶりは，従前標準では中性化に関する検
討に従って定めていた。しかし，鋼材の腐食は水と酸素
の供給が支配的な腐食因子であり，水掛かりの影響を考
慮することが重要であることから，改訂標準では，水の
浸透に伴う鋼材の腐食に関する検討に従って定める4）。

　表 2に，主桁の側面と下面のかぶりの比較を示す。主
桁の側面や下面の水掛かりの程度に応じた区分は常時乾
燥であり，施工誤差は一般に 10mmである。水結合材
比 W/Bが大きくなると，改訂標準のかぶりは従前標準
よりも小さくなる。
　図 2の左軸に，耐久性に関する検討における設計曲げ
ひび割れ幅 wdと鋼材の腐食に関するコンクリートのひ
び割れ幅の制限値 wlimを，右軸にかぶりを示す。いずれ
の桁も W/B≧50%であり，従前標準よりもかぶりが減
少することにより，wdおよび wlimがともに減少する。
wd /wlimは従前標準よりも多少増加する場合もあるが，
対象とした主桁に対しては，wd /wlim>1.0となることは
無かった。
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3. 2　プレストレス力と応力度の制限
　収縮ひずみおよびクリープの設計用値は，無筋コンク
リートの断面平均値として，表 3に示すように見直され
た7）。いずれの材齢においても収縮ひずみ，クリープ係
数は従前標準と比較して増加する。なお，ここでは，
PC桁（在来線），PRC桁（新幹線），PRC桁（在来線）
の外桁に対する試計算結果を示すこととし，プレストレ
ス導入が材齢 4～7日，桁架設が材齢 28日または 3ヶ月
である。
　表 4に，有効係数の試計算結果を示す。ここで，有効
係数は，（有効プレストレス力／プレストレス直後のプ
レストレス力）であり，プレストレス直後のプレストレ
ス力は一定である。表 4より，すべての桁で改訂標準に
よる有効係数は従前標準による値よりも小さくなる。
　図 3に，スパン中央におけるコンクリートの縁引張応
力度 σctの試計算結果を示す。改訂標準および従前標準
のいずれも，永久作用によるコンクリートの縁応力度に
ついて，PC構造では引張にならないように，PRC構造
では有害なひび割れが生じないように制限している。
PC桁の縁引張応力度について，桁上縁の圧縮応力が桁
下縁よりも小さいため，桁上縁における縁応力度を示し

ているが，有効プレストレス力が小さくなることにより
圧縮応力は大きくなるものの，従前標準に対する変化量
は小さい。PRC桁ではいずれの桁も圧縮応力が小さく
なるが，本検討ではいずれも圧縮応力が残存している。
　図 4に，支点側におけるコンクリートの斜め引張応力
度 σIの試計算結果を示す。改訂標準および従前標準の
いずれも，PC構造では，永久作用および変動作用に対
して σIを設計引張強度の 70%に制限し，PRC構造では，
永久作用に対して σIを設計引張強度以下に制限してい
る。なお，新幹線 PRC構造では，永久作用および変動
作用に対して，σIを設計引張強度以下に制限して設計さ
れている。いずれの桁においても，従前標準より有効係
数が小さくなったことにより，プレストレス力のせん断
力に平行な成分 Vpsdが減少したため，従前標準と比較し
て斜め引張応力度はわずかに大きくなったが，本検討で
はいずれも制限値以内である。
　図 5に，スパン中央における安全性（破壊）と保守
（損傷）の曲げモーメントに関する試計算結果を示す。
γiは構造物係数，Mdは設計曲げモーメント，Mudは設計
曲げ耐力（破壊），Mydは設計曲げ降伏耐力（損傷）で
ある。いずれの桁においても，有効プレストレス力の減
少に対し，照査値の変化はほぼ無い。

表 3　収縮ひずみ・クリープ係数の比較
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図 3　コンクリートの縁応力度に関する試計算結果

図 4　斜め引張応力度に関する試計算結果

図 2　曲げひび割れ幅とかぶりに関する試計算結果
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3. 3　設計せん断耐力
　棒部材の設計せん断耐力式において，表 5に示すよう
に見直された4）。特に PC，PRC構造の場合にはプレス
トレスの影響の考慮方法が見直されている。
　図 6に，PC桁（在来線），PRC桁（在来線），PRC桁
（新幹線）の外桁の支点側におけるせん断補強鋼材を用
いない棒部材の設計せん断耐力 Vcdとせん断補強鋼材に
より受け持たれる棒部材の設計せん断耐力 Vsdの試計算
結果を示す。収縮・クリープの見直しのみを考慮した場
合は，有効プレストレス力の減少に対し，従前標準と改
訂標準で設計せん断耐力に変化はほぼ無い。プレストレ
スの影響については，Vcdは軸方向力の影響を表す係数
βnの見直しによりやや増加し，Vsdは cotθ（θ：圧縮スト

ラット角度）の見直しにより大きく増加する。なお，せ
ん断力に関する照査値は小さくなるものの，せん断補強
鉄筋量は，一般に耐久性に関する検討におけるせん断補
強鉄筋の応力度の制限で決定されているケースが多い。

3. 4　せん断ひび割れの検討
　耐久性におけるせん断ひび割れの検討では，これまで
永久作用による鉄筋応力度の制限値 σsl2が定められてい
たが，改訂により，永久作用による引張鉄筋の応力度の
制限値 σslとして，曲げひび割れの検討と同一の制限値
に見直された。
　図 7に，PRC桁（新幹線），PRC桁（在来線）の外桁
の支点側について，せん断ひび割れの試計算結果として，
せん断補強鉄筋の応力度 σwpdと，その制限値 σslを示す。
いずれの桁においても，せん断補強鉄筋の応力度は従前
標準に比べて大きくなっているが，これはプレストレス
力のせん断力に平行な成分 Vpsdが小さくなったためであ
る。一方で，制限値は，常時乾燥（従前標準では一般の
環境）の条件では，σsl2＝120N/mm2から σsl＝140N/mm2

に増加した。この結果，応答値と制限値の比は，従前断
面と比べて小さくなったため，せん断補強鉄筋を削減で
きる可能性がある。

3. 5　コンクリート桁の曲げ剛性および変位・変形量
　コンクリート桁の曲げ剛性について，改訂標準では非
構造部材による剛性寄与と，ひび割れによる剛性低下を
考慮した再載荷時有効剛性の算定法が示された。表 6に
適用可能な算定法を桁の種類ごとに示す。RC桁では，
曲げひび割れによる剛性低下の割合は，実構造物で想定
される荷重レベルでは小さく，非構造部材の剛性寄与分
と相殺されるため，全断面有効剛性を設定できるとして

表 5　せん断耐力の算定

表 6　コンクリート桁の曲げ剛性の設定方法

図 5　曲げモーメントに関する試計算結果

図 6　せん断耐力に関する試計算結果

図 7　せん断ひび割れの試計算結果
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いる。PRC桁については，曲げひび割れによる剛性低
下を想定し，応答急増領域の判定を行い，全断面有効剛
性の適用可能性を判断する。応答急増領域内と判定され，
共振による顕著な動的応答増幅が懸念される場合には，
再載荷時有効剛性を用いる8）。
　図 8に，衝撃係数および短期の変位・変形量の試計算
結果を示す。ここでは，表 1に示した桁とは異なり，ス
パン 10mの RC桁（桁高 0.67m），30mの PRC桁（桁高
2.0m），50mの PC桁（桁高 3.33m）を対象とし，いず
れも新幹線の複線桁で，列車荷重は H荷重，設計速度は
320km/hである。RC桁，PC桁の衝撃係数は，従前標準
による値と同一であり，変位・変形量は，非構造部材を
考慮し，再載荷時有効剛性を用いて算定することで，従
前よりも小さい値となる。一方で，本検討で対象とした
桁のように応答急増領域内にあると判定された PRC桁
は，衝撃荷重，変位・変形量ともに従前標準よりも大き
い値となる。

4．まとめ

　（1） 水の浸透に伴う鋼材の腐食に関する検討につい
て，水掛かりの程度に応じた区分の導入により，
常時乾燥となる主桁の側面や下面では，かぶりが
従前標準による試算結果と比べて小さくなる。こ
のことにより，設計曲げひび割れ幅，制限値とも
に小さくなる。

　（2） 縁引張応力度について，収縮・クリープの見直し
により，PC桁では従前標準による試算結果から
大きな変化はない。PRC桁では従前標準による
試算結果よりも縁引張応力度が大きくなるもの
の，今回のように圧縮応力が残存する場合もある。

　（3） 斜め引張応力度，曲げモーメントに関する照査値

について，収縮・クリープの見直しによる，PC桁，
PRC桁ともに，従前標準による試算結果から大
きな変化はない。

　（4） せん断耐力について，プレストレスの影響の考慮
方法の見直しにより，PC桁，PRC桁のせん断耐
力は従前標準による試算結果に比べて大きくなる。

　（5） せん断ひび割れの検討について，プレストレスの
影響の見直しにより，せん断補強鉄筋応力度は従
前標準に比べて大きくなるが，制限値の見直しに
より，応答値と制限値の比は従前標準による試算
結果に比べて小さくなる。

　（6） コンクリート桁の曲げ剛性について，再載荷時有
効剛性を用いて計算すると，RC桁，PC桁では
全断面有効剛性による計算結果に比べて変位・変
形量が小さくなるが，今回のように応答急増領域
内にあると判定された PRC桁では，従前標準に
よる計算結果に比べて衝撃係数，変位・変形量と
もに大きくなる。
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